
【北海道当麻町】木育の推進と林業の活性化による雇用・定住促進

政策間連携

ＫＰＩ（業績指標）

事業概要

○農水省・林野庁事業との連携
○地域活性化・地域住民生活等緊急支援
交付金(地方創生先行型)と戦略交付金の
連携

地域の課題

○ 人口減少・雇用確保
○ 基幹産業である林業の衰退

事業イメージ図

森林施業作業路網の整備、町産材を活用した新築住宅建築の支援を
行い林業の活性化による雇用の確保を図りながら、町産材を活用し
た木育拠点施設の整備を行い、子どもの頃から地元への愛着を持つ
ことによって定住の促進を図る。（交付決定額：265百万円）

※赤字が地方創生推進室施策

町産材活用促進
（国交省事業）

森林散策、ツリークライミング
等の事業
⇒地域活性化・地域住民生活等緊
急支援交付金(地方創生先行型)

木育の推進
林業の活性化

北海道

当麻町

人口：6,960人
（H25）

○木育推進拠点施設雇用人数
2人（H27）⇒15人（H29）

○木育推進拠点施設年間利用者数
600人（H27）⇒8,000人（H29）

雇用確保

森林施業作業路網
の改良
（林野庁事業）

木育推進拠点施設の整備
（戦略交付金）
・木製遊具等木育広場整備
・木工体験研修機能の整備
・木材乾燥機能整備



【新潟県長岡市】復興から地方創生に向けた中山間地域の再生モデル

政策間連携 官民連携

ＫＰＩ（業績指標）

事業概要

○総合特区制度との連携活用
○農水省・国交省等事業との連携

○長岡市、(公財)山の暮らし再生機
構、山古志住民会議、NPO法人
ＭＴＮサポート等による連携

地域の課題

○中越大震災をきっかけとした過疎化
・高齢化の進行

○交通・買い物等生活サービスの確保
○錦鯉産業の国内市場縮小、担い手の

不足
○空き家の増加

事業イメージ図
※赤字が地方創生推進室施策

地域外との交流、
６次産業化等の事業
（農水省事業）

中山間地域活動団体の支援中山間地域の再生

人口：279,507人
（H26）

○買い物支援利用者数
30人(H26)⇒200人(H31)

○交流人口の増加
140万人(H26)⇒145万人(H31)

○錦鯉出荷額
11億円(H26)⇒13億円(H31)

新潟県

空き家のデータベー
ス化、空き家リフォ
ーム支援
（国交省事業）

長岡市

○中山間地域の農村集落が行っている交流事業との協働により、住民団体等が地域の
魅力発信ツアーやお試し居住等の事業を行い、交流から定住を図る。

○農村集落の維持活動や６次産業化の取組と併せて、NPO法人等が行う移動販売車を
活用した買い物・見守り支援により、生活サービスの向上を図る。

○市の特産である錦鯉のトレーサビリティシステムの実証と併せて、主に海外愛好家
に向けた情報発信を行い、中山間地域の基幹産業の活性化を図る。

（交付決定額：17百万円）

持続可能な中山間地を目指す自律的地域コミュニテ
ィ創造特区（総合特区）
⇒NPO法人事業への利子補給、規制の特例措置活用

錦鯉の海外向け
情報発信
（戦略交付金）

地域の魅力発信ツアー
の開催（戦略交付金）
※山古志住民会議実施事業

お試し居住・若者交流事業
の実施（戦略交付金）
※(公財)山の暮らし再生機構実施

事業

移動販売車を活用した買い物
・見回り支援（戦略交付金）
※山古志住民会議、NPO法人ＭＴ

Ｎサポート実施事業

錦鯉トレーサビ
リティシステム
の実証
（農水省事業）



【長野県東御市】標高差を活かした地場産業・観光の創出

政策間連携 地域間連携

ＫＰＩ（業績指標）

事業概要

○構造改革特区制度との連携活用
○農水省・林野庁事業との連携

○周辺７市町村への特区拡大
（上田市・小諸市等）

地域の課題

○ 人口減少・雇用確保
○ 市中の滞在施設が不足
○ 斜面農地の荒廃

事業イメージ図

荒廃農地の復旧、木造コテージの整備、公共の温泉宿泊施設の改修により
特産品のワインや既存滞在施設等を有効活用した「ワインツーリズム」の
推進により、新規就農の拡充や移住定住希望者の拡大を図る。
（交付決定額：117百万円）

※赤字が地方創生推進室施策

荒廃農地の復旧
（農水省事業）

短期滞在施設の改修
（戦略交付金）

ワイン・リキュール特区
⇒酒税法の最低製造数量基準

（構造改革特区）

木造公共施設の整備
（林野庁事業）

ツーリズム
移住・定住

農業担い手確保

長野県

東御市

人口：30,277人
（H25）

○施設利用者数
9.07万人（H25）⇒9.52万人（H30）

○移住定住者
44人（H25）⇒70人（H30）



【岐阜県】技術支援機能の強化によるモノづくり企業の活力再生プロジェクト

政策間連携 産学官連携

ＫＰＩ（業績指標）

事業概要

○総合特区制度の連携活用
○文科省・経産省等事業との連携

○岐阜県、岐阜大学、県内企業、公
益財団法人岐阜県産業経済振興セン
ター等との連携

地域の課題

○ 中小製造業の出荷額の伸び悩み
○ 中小製造業の基盤技術の優位性

の低下

事業イメージ図

品質評価や機器利用、技術相談など試験研究機関の研究開発や技術支
援機能を持つ拠点を整備し、新分野・成長分野への展開促進、独自技
術開発力の向上、技術の融合による新たな市場の創出など、中小製造
業の活性化を図る。（交付決定額：44百万円）

※赤字が地方創生推進室施策

産業構造の多様化・
高度化
（文科省事業）

研究開発機能の強化
元気な中小製造業
の創出

人口：2,080,773人
（H22）

○技術支援の依頼件数
21,036件(H25)⇒25,000件(H34)
○中小製造業の従業員数
150,537人(H25)

⇒165,000人(H34)
○中小製造業の製造品出荷額
32,057億円(H25)

⇒37,500億円(H34)

岐阜県

産学官連携での
製品開発
（経産省事業）

炭素複合材料の研究
（文科省事業）

アジアNo.1航空宇宙産業クラ
スター形成特区
⇒国際競争力強化のための法人税

の軽減（総合特区）

技術支援のワンストップ窓
口、研究開発技術支援の拠
点整備（戦略交付金）



【岐阜県関ケ原町】関ケ原古戦場を核とした広域観光推進

政策間連携 地域間連携

ＫＰＩ（業績指標）

事業概要

○地方創生先行型交付金の活用
○文科省・国交省事業との連携

岐阜県と連携し、周辺自治体を
含めた周遊観光を推進

地域の課題

○ 人口減少・少子高齢化
○ 古戦場ブランドの活用不足
○ 古戦場の雰囲気の欠如

事業イメージ図

国指定史跡の復元（史跡内に位置する児童公園や顕彰碑の移設等）、廃校
となった小学校のプール、体育館等景観を阻害している施設の除却、観光
交流館の整備を行い、古戦場としての雰囲気を再現し、観光振興を図る。
（交付決定額：28百万円）

※赤字が地方創生推進室施策

景観阻害施設の除去
（戦略交付金）

・廃校となった小学校のプー
ル、体育館等を除却

案内板や誘導サイン等を設置
（地方創生先行型交付金）

・県がガイドラインを定め、関係市町が
共通デザインでサインを設置

周遊観光
雇用創出

移住・定住

岐阜県

関ケ原町

人口：7,885人
（H25）

○観光客入込客数
10万人（H26）⇒20万人（H32）

○観光客の満足度「良い」の割合
78％（H26）⇒ 85％（H32）

観光交流館の整備
（国交省事業）

国指定史跡の復元
（文化庁事業）

廃校



【大分県中津市】中山間地の拠点整備を通じた定住移住の促進

政策間連携 官民連携

ＫＰＩ（業績指標）

事業概要

○小さな拠点の整備
○農水省・国交省事業との連携

○農業経営体と連携し収益向上・
雇用創出

○買い物機能維持の為、連携

地域の課題

○ 生活機能・福祉機能低下
○ 第1次産業の活力低下
○ 人口減少

事業イメージ図

中山間地に買い物施設や福祉機能を有した複合施設を整備することで生活
環境を向上させるとともに、農業経営体の農機具運搬車両の購入を補助す
ることで、農業経営体を支援し、経営の拡大と担い手の育成を実施するこ
とで収益向上や雇用創出を行い、中山間地への定住移住促進を図る。
（交付決定額：19百万円）

※赤字が地方創生推進室施策

生産環境整備を支援
（戦略交付金）
・農機具の集落への運搬

車両購入
※農業経営体実施事業

担い手の育成
生産能力の拡大
（農水省事業）

定住・移住
生活環境向上
収益向上・雇用創出

大分県

中津市

人口：85,448人
（H26）

○施設利用者数
新規（H27）⇒2.8万人（H31）

○新規農業従事者
4人（H26）⇒累計24人（H31）

複合拠点施設整備
（戦略交付金）
・買い物施設
・福祉施設
・コミュニティ機能

バス路線の維持
（国交省事業）集落

集落

集落

http://www.google.co.jp/url?url=http://illustk.com/1703/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=kMM4VcUVw9GbBdbFgOAF&ved=0CCIQ9QEwBg&usg=AFQjCNGkCseDj_GwXBSrkZG10WgzxWoELA
http://www.google.co.jp/url?url=http://illustk.com/1703/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=kMM4VcUVw9GbBdbFgOAF&ved=0CCIQ9QEwBg&usg=AFQjCNGkCseDj_GwXBSrkZG10WgzxWoELA
http://www.google.co.jp/url?url=http://illustk.com/1703/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=kMM4VcUVw9GbBdbFgOAF&ved=0CCIQ9QEwBg&usg=AFQjCNGkCseDj_GwXBSrkZG10WgzxWoELA
http://www.google.co.jp/url?url=http://illustk.com/1703/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=kMM4VcUVw9GbBdbFgOAF&ved=0CCIQ9QEwBg&usg=AFQjCNGkCseDj_GwXBSrkZG10WgzxWoELA
http://www.google.co.jp/url?url=http://illustk.com/1703/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=kMM4VcUVw9GbBdbFgOAF&ved=0CCIQ9QEwBg&usg=AFQjCNGkCseDj_GwXBSrkZG10WgzxWoELA
http://www.google.co.jp/url?url=http://illustk.com/1703/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=kMM4VcUVw9GbBdbFgOAF&ved=0CCIQ9QEwBg&usg=AFQjCNGkCseDj_GwXBSrkZG10WgzxWoELA


【長崎県大村市】既存ビルを活用した複合施設整備による中心市街地の魅力ある空間づくり

政策間連携 官民連携

ＫＰＩ（業績指標）

事業概要

○国交省・厚労省事業との連携
○地域活性化・地域住民生活等緊
急支援交付金と戦略交付金の連携

○中心市街地複合施設には地域包括
支援センター、医師会、民間事業者
の商業施設等が入居

地域の課題

○ 市街地のスプロール化
○ 市街地人口密度の低下による都

市生活基盤の維持

事業イメージ図

中心市街地複合ビル(仮称)内に、産業支援センター、高齢者障害センター、
子ども科学館、地域包括支援センター、地域医療サポートセンター、大村
看護高等専修学校、民間事業者が事業を行う商業施設等の整備を行い、中
心市街地の活性化による都市生活基盤の維持を図る。
（交付決定額：223百万円）

※赤字が地方創生推進室施策

コンパクトシティの形成
中心市街地の賑わい創出

人口：90,517人
（H22）

○産業支援センターを活用した創業者数
０人(H26)⇒40人(H31)

○中心市街地の歩行者通行量
10,355人(H26)⇒11,000人(H31)

地域包括支援セン
ターの整備
（国交省事業）

長崎県

大村市

都市生活基盤の維持

地域医療サポート
センターの整備
（厚労省事業）

中心市街地道路の
整備
（国交省事業）

中心市街地の拠点整備
（戦略交付金）
・産業支援センター
・高齢者障害者センター
・子ども科学館 等

産業支援センターの設置
（地域活性化・地域住民
生活等緊急支援交付金）

創業支援塾の開催
（地域活性化・地域住民
生活等緊急支援交付金）
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